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１ 目的・適用 

〇本ガイドは、土木工事等の関係書類について、本市における「標準的な仕
様」を示すとともに作成資料の提出・提示のルールを標準化して簡素化を図る
ための解説を行う。 
〇受注者及び発注者，監督員，検査員は本ガイドに基づき工事の円滑な施工，検

査を行うものとする。（監督員・検査員は，不要な書類の提出・提示を求めな

いこと） 

〇受注者の社内で必要とされる工事書類の作成を妨げるものではない。 

〇法令等に規定された書類の作成は適正に行うものとする。 

２ コリンズ（CORINS） 

〇登録の確認依頼は、コリンズからの監督員へのメール送信のみ。 

 別途、紙の確認資料の提出は不要。 

〇監督員はメール送信された登録内容を確認の上，送信されたメールに直接「本

件の登録を認める」ことを記載し，受注者宛返信すれば良い。 

署名・押印は不要であり，紙資料の打ち出し不要。 

３ 施工体制台帳 

施工体制台帳の作成は必要最小限とする 

 

土木工事書類等標準化ガイドの位置づけ 

登録の確認にあたり書類の作成は不要 

〇警備業者・運搬業者・資材業者の作成不要 

〇直営施工の場合は作成不要。 



 

 

【施工体制台帳に添付を必要とする書類】 

〇発注者との契約書の写し 

〇下請負人が注文者との間で締結した契約書の写し 

（注文・請書及び基本契約書又は約款の写し） 

〇元請の配置技術者が主任（監理）技術者資格を有することを証する書面 

（監理技術者は，監理技術者資格証の写しに限る） 

〇専門技術者を置いた場合は，資格を有することを証する書面 

（国家資格等の技術検定合格証明書等の写し） 

〇元請の主任（監理）技術者，専門技術者等の雇用関係を証明できるもの

の写し（健康保険証書等の写し） 

〇作業員名簿 

 

【施工体制台帳に添付が不要な書類の事例】 

〇建設業許可の写し 

〇請負会社の厚生年金保険や雇用保険加入を証明するものの写し 

〇管理技術者などの技術者届けの写し 

〇技術者配置要件以外の資格や実務経験の写し 

〇下請契約の締結及び施工体制台帳等の作成に当たって元請負人が下請

負人等から徴取した書類（下請負人の主任技術者に係る資格書及び雇用

関係を証する書面・社会保険や雇用保険に関する書面等) 

 



「作業員名簿」の添付書類は提出不要 

 

 

 

 

４ 施工体系図 

 

 

 

〇警備業者・運搬業者・資材業者の記載不要。 

〇施工体制台帳業者を記載。 

〇直営施工の場合は作成不要。 

 

５ 建設業退職金制度 

 

 

 

〇掛金収納書提出用台紙（電子申請方式は掛金収納書）は，市と契約した日から 

30 日以内に提出すること。 

〇工事完成時は，掛金充当実績総括表を提出し，工事別共済証紙受払簿等は提示。

建設業退職金共済手帳の写しを提示する必要はない。 

※発注者は，掛金充当実績総括表と掛金収納書提出用台紙，工事別共済証紙受払

簿等により使用枚数を確認し，購入枚数と照合し，概ね齟齬がないことを確認す

る。 

大幅に下回る場合(3/4 を目安)は，必要に応じて被共済者就労報告者等の提示

を求め対応について聴取する。 

  

作業員名簿の資格・免許等の添付書類は提出不要 

施工体系図の記載は必要最小限とする 

建設業退職金共済手帳の写しは不要 



６ 下請負人通知書 

 

 

 

〇下請負人通知書は原則提出不要であり，監督員から請求があった場合のみ提

出。 

７ 工事主要材料使用総括表 

 

 

 

〇監督員が必要とする場合を除き，集計表は不要。 

 

８ 施工計画書 

 

 

 

〇監督員が施工計画書を求める場合は提出。（特殊な工事等） 

 

 

 

 

 

 

〇施工計画書は工事着手前に監督員に提出しなければならない。 

〇ただし，設計照査等により施工内容が確定されていない工種については，内容

が正式に確定されてから，施工計画書を提出すれば良い。 

〇準備工の着手にあたっては，以下の必要最小限の項目について施工計画書を

提出すれば良い。 

現場組織表・準備工の施工方法・安全管理・緊急時の体制及び対応 

再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法（必要に応じ提出） 

 

 

 

下請負人通知書は原則提出不要 

伝票整理に係る集計表の提出は不要 

請負金額５００万円未満の工事は原則提出不要 

設計照査の後に工事内容が確定されてから施工計画書を作成

し提出すれば良い 

変更施工計画書について軽微な変更の場合は作成不要 



 

〇軽微な変更のみ（数量の変更・工期の変更）については，変更施工計画書の提

出は不要。 

〇施工方法が変更となる工種や追加工種がある場合は作成すること。 

 

 

 

 

〇変更施工計画書は，変更が生じないページを改めて提出する必要無し。 

〇項目の追加等による段落番号の修正は行う必要無し。 

 

９ 設計図書の照査 

 

 

 

 

 

〇発注者が実施する部分 

・照査結果により生じた計画の見直し，図面の再作成，構造計算の再計算，追加

調査等。 

 

〇受注者が実施する部分 

・設計照査の結果を説明するための資料作成。 

（現地地形図・設計図書との対比図・取り合い図・施工図等） 

 

１０ 建設廃棄物処理(計画・実績)書 

 

 

 

 

 

〇AS 殻，CO 殻等の再生資源利用促進計画書の品目のみであれば作成不要。 

  

変更施工計画書は，変更箇所のみを抜粋して提出 

照査の結果により生じた，計画の見直し・図面の作成・構造計

算・追加調査等の書類作成は発注者の責任で実施 

建設廃棄物（再生資源利用促進計画書の品目以外）が搬出され

る工事のみ提出 



１１ 工事打合せ記録簿 

 

 

 

 

 

〇監督員は過度な説明用の資料作成を求めないこと。 

〇添付する資料は，極力，既存図面や既存資料を活用。（内容が確認できれば良

い） 

 

 

１２ 臨場確認（段階確認・確認立会・ 材料検査） 

 

 

 

〇施工計画書段階で，受注者と発注者で必要な工種，頻度等を確認し過度な   

臨場確認を行わない。 

  

添付する資料は，必要最小限かつ簡潔で良い（確認できれば良

い） 

施工計画書段階で実施項目，頻度等を確認 



１３ 材料検査 

 

 

 

〇設計図書（共通仕様書・特記仕様書）で指定された材料のみ実施。    (施工

計画書の確認段階で実施項目，確認頻度を確認しておく) 

 

１４ 工事事故報告書 

 

 

 

〇工事事故報告書及び，監督員から請求のあった資料を提出。 

 

１５ 産業廃棄物管理表（マニフェスト） 

 

 

 

〇契約数量の根拠は，集計表のみの提出とし，マニフェストの提示を受けた監督

員が集計表を確認。 

〇主たる工種が解体工事の場合は提出。 

 

１６ 排出ガス対策型・低騒音型建設機械の写真 

 

 

 

〇監督員が現場で稼働している建設機械を確認し，施工プロセスチェックリス

トに記載。（監督員は写真の提示を求めないこと） 

  

材料検査は，設計図書において指定された材料のみで良い 

事故が発生したら，取り急ぎ監督員へ第一報を報告 

マニフェストは監督職員への提示，コピーの提出不要 

排出ガス対策型・低騒音型建設機械確認の写真撮影は不要 



１７ 特殊車両通行許可証 

 

 

 

〇特殊車両の走行中の写真撮影は不要。 

 

１８ 安全教育・訓練等の実施状況資料 

 

 

 

〇安全教育及び訓練等の実施状況を記録した資料は，整備・保管するが，監督員

の請求があった場合は提示できる体制とし，提出は不要。 

〇その他，災害防止協議会，新規入場者教育・過積載防止取組・仮設工の点検・

管理，保安施設の設置・管理等も提示できるよう，日頃の安全衛生に十分努め

ること。 

 

１９ 創意工夫等に関する実施状況説明資料 

 

 

 

〇１工事について最大７項目まで提出可能。 

〇７項目を超過し作成しても工事成績評定の加点は実施しない。 

 

２０ 工事検査 

 

 

 

〇本ガイドにおいて不要としている書類を作成しても，工事成績評定では評価

されない。 

〇書類の量や見栄えは，工事成績評定に影響しない。 

〇監督員・検査員は，不要な書類の提出・提示を求めないこと。 

〇元請業者（受注者）が下請業者に対し，引渡検査を書面で実施している場合，

許可証は監督員から請求があった場合のみ提示 

安全教育・訓練等の実施資料は提出不要 

説明資料は簡潔に作成し，最大７項目までの提出 

不要な書類を作成しても工事成績評定では評価されない 



その書類を検査時に提示。（実施していなければ提示する必要はない） 

〇社内検査を実施している場合，その書類を検査時に提示。 

（実施していなければ提示する必要はない） 

 

本ガイドに定めのない工事関係書類については 

“工事関係書類提出・提示一覧表”を参照の事 

 


